
令和３年６月市議会定例会

一　般　質　問　通　告　書

（通告者 １１名）
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考

１ １番 菊地　昌夫

市　長

市　長

市　長

市　長

２ １６番 小野寺　美穂

市　長
教育長
市　長
教育長
市　長

２　健康二次被
害防止について

市　長

市　長

市　長

市　長

３ １２番 大友　康信

１　上下水道の
運営について

市　長

(2)健康に無関心な人が７割を占めていると言われて
いる中で、親の介護のために離職を余儀なくされる人
が問題となっており、その健康二次被害も懸念され
る。実態を把握しているか。
(3)市として、市民が適切な感染症対策をした上で、
幸せにつながる日常生活（外出・旅行・健康活動・消
費・人とのつながりの維持など）を送れるよう、取組
を進めるためにも「健康二次被害防止コンソーシア
ム」に参加すべき。
(4)特に高齢者に対して健康維持に向けた支援をすべ
き。

(1)「生理の貧困」問題を巡ってここ数年、世界各地
で大きなうねりが起きている。どう捉えているか。
(2)市内の全ての公共施設、小中学校の女子トイレに
生理用品を設置すべき。
(3)市の窓口で生理用品の無料配布を実施すべき。

(1)宮城県上工下水一体官民連携運営が導入されるこ
とに対し、懸念する声が署名運動として上がってい
る。このような懸念について市長会や自治体間で情報
の共有がなされているのか伺う。

質問の要旨

１　市民から寄
せられる要望等
への対応につい
て

(1)現在、市庁舎には市民からの質問や相談等に応じ
る「目安箱」が設置してあり、ホームページにも「ご
意見・ご質問」という欄が設けてある。市民から寄せ
られる要望や提案、意見等に対する「広聴・広報」の
在り方として、現状をどのように捉えているか伺う。
(2)市民から寄せられる要望や提案、意見等は「目安
箱」やホームページから以外にも、窓口や電話等でも
寄せられている。それらの市民の声に対し、各部署で
はどのように対応されているか伺う。
(3)市民からの要望や提案、意見等に対し、必要な情
報は漏れなく共有され、その職務上の対応について
は、適切になされていると考えているか伺う。

(1)コロナ禍において、自粛生活による運動量の低
下、人との関わりの減少による免疫力の低下など健康
二次被害が問題となっている。健康維持・介護予防に
ついてその必要性を認識しているか。

(4)市民から寄せられる要望や提案、意見等に適切な
対応をするため、他自治体を参考に「広聴・広報」に
関するルールやガイドラインを整備すべき。

１　生理の貧困
について
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

市　長

市　長

市　長

市　長

４ １３番 佐々木　哲男

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長
教育長

(6)地域住民の長きにわたる課題である県道愛島名取
線の通学路及び生活道路としての安全対策事業が、こ
の覚書を機に県主体で着手されようとしているが、市
としてこの事業をどのように捉え、どう対応しようと
しているのかについて伺う。

(5)第六次長期総合計画の重点施策である「仙台空港
を核とした周辺地域の発展と観光誘客に向けた仕掛け
づくり」の具体的な事業計画策定に早期に取り組み、
また県に示して事業を進めるべき。

(2)防音対策前後の騒音測定を実施し、その評価を行
うべき。
(3)エアコンの設置は電気料金に大きな影響を及ぼ
し、騒音対策による負担増は免れない。騒音を受ける
地域住民の犠牲の上に立って交わされた覚書であり、
出来るだけ負担軽減が図られるよう対策を講ずるべ
き。
(4)県は空港周辺地域の環境整備事業について、今後
10年程度を見通して市が推進する事業計画に基づき、
所要の財源の一部を交付金として一括交付すると回答
している。覚書締結後の、10年を見通した市の事業計
画策定の進捗状況について伺う。

(2)既に導入した諸外国では、様々な問題や理由から
再公営化へと舵を切り直しているところが多い。県内
の他自治体の意見も参考にしながら、本市における影
響等について調査研究を進め、より慎重に決めるよう
県に進言すべきと考えるがどうか。

２　防災訓練に
ついて

(1)今年度の市の総合防災訓練の実施予定について伺
う。
(2)コロナ禍においても地域での防災訓練ができる限
り実施されるよう、コロナ禍における防災訓練のガイ
ドラインを示すべきと考えるがどうか。
(3)地区における危険箇所など最新の情報が網羅され
た地区別防災マニュアルが発行されている。防災意識
の向上のために、発行されたマニュアルを基に、家庭
内での確認や訓練、家族の話合いを促すよう、定期的
な周知広報をすべきと考えるがどうか。

(1)寝室を対象とする住宅防音対策事業の進捗状況を
伺う。

１　仙台空港の
運用時間24時間
化に関する覚書
について
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

市　長
教育長

５ ７番 大久保　主計

市　長

市　長
教育長

２　消石灰によ
る消毒について

市　長

市　長
市　長

４　上下水道事
業について

市　長

６ １０番 吉田　良

１　地域防災力
の向上について

市　長

市　長

市　長

市　長

３　公営住宅の
管理運営につい
て

(1)公営住宅の管理について、現状と課題を伺う。
(2)市民に寄り添う視点から、管理運営を地元事業者
による指定管理に見直すべき。

(1)地域の公衆衛生活動における消石灰の使用は、
誤って目に入った場合失明する危険があるので、安全
に配慮した手法に改めるべき。

１　コロナ禍に
おける危機管理
体制について

(1)市長の新型コロナウイルスワクチン先行接種の報
告を受けたが、業務継続計画も含めた危機管理の観点
からすれば、チーム市役所としてのワクチン接種を考
えるべきではないか。
(2)コロナ禍において宮城県沖地震や豪雨災害に備え
て、指定避難所の感染対策として、特に小中学校体育
館のトイレ整備を優先して取り組むべき。

(7)県道愛島名取線は現在、現況の幅員の中で西側に
ガードパイプを設置し１メートル程度の歩行空間を設
け歩行者の安全を図ろうとする計画で進められようと
しているが、車道部が東側にシフトしさらに狭くなる
等による新たな課題が残されたままである。これを機
に、地域振興策として土砂災害危険区域に指定され通
学路として廃止された館腰遊歩道の危険区域に崩落土
砂防護柵等の安全策を施し、安心・安全な通学路を確
保すべき。

(1)宮城県が今年３月に発行した「みやぎ地域防災の
アイディア集」は、県内13市町における自主防災組織
による80の活動事例を紹介しているが、本市はモデル
地区に指定されず、市内での取組は紹介されていな
い。このことに対する所感を伺う。
(2)市内自主防災組織の活動に関する情報の収集に努
めるとともに、市外自主防災組織による活動事例を紹
介するなどの機会を通じて、連携を強化すべき。
(3)自主防災組織連絡協議会の新たな設立に向けた取
組の内容と経過を伺う。
(4)大半の自主防災組織は町内会を母体とすることか
ら、自主防災組織連絡協議会の新たな設立は、町内会
の連合組織の設立と、連合組織との関係構築を前提と
すべきではないのか、市長の見解を伺う。

(1)みやぎ型管理運営方式導入による本市への影響を
どのように捉えているか。不安に思う市民もいるの
で、本市の取組について説明すべき。
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

市　長
消防長
市　長
消防長

市　長

市　長

市　長

市　長

７ ８番 齋　浩美

市　長

市　長

教育長

教育長

教育長

教育長

市　長
教育長

(5)消防と自主防災組織、また自主防災組織間の連携
をどのように推進しているのか伺う。
(6)地域防災力の向上をテーマとするワークショップ
を開催し、消防団への加入促進や、消防と自主防災組
織また自主防災組織間の連携強化についてアイデアを
募るべき。

２　障がい児保
育事業の対象の
拡大について

(1)心身に障害を持つ３歳未満の幼児について、保護
者が保育所の利用を希望する場合、どのように相談に
応じているのか伺う。
(2)第２期名取市子ども・子育て支援事業計画には障
がい児保育事業として「３歳児未満の保育についても
検討する」とあり、重点施策にも挙げられているが、
いつまでに、どのような方向性で結論を導く考えか伺
う。

(3)心身に障害を持つ３歳未満の幼児の集団保育につ
いて、保育の現場からの意見を取り入れて、受入れの
環境を整備すべき。
(4)心身に障害を持つ３歳未満の幼児の集団保育を早
期に実現し、従来の要件で受け入れられないケースや
医療的ケアを必要とするケースについても対象の拡大
を検討すべき。

２　第一中学校
の校庭などの現
状と求められる
改善について

(1)間もなく学校沿いに県道愛島名取線が開通する
が、防球ネットの高さや防砂ネットなど、通行車両や
周辺への問題・課題は無いのか。
(2)野球などに使用するバックネットの下部がコンク
リートブロック造りで、競技での激突時を考慮されて
おらず、また劣化が進んでいる。更新すべき。
(3)敷地南側のテニスコートは雨が降ると浸水し、一
定期間部活などができなくなる。また、防球ネットも
整備不良箇所がある。早急に改善すべき。

１　市内のカメ
ラ製造工場の国
内生産終了報道
について

(1)法人市民税やふるさと寄附金など、市の財政への
影響をどう捉えているか。
(2)今後の地域経済への影響を注視すべき。

３　公民館の将
来と改善すべき
課題について

(1)区画整理事業により増田西地区の住民の大幅増加
が見込まれるが、現在の増田西公民館の施設規模で対
応できるのか。今後の利用者増加にどう対応するかの
考えを明らかにすべき。
(2)障がい者・高齢者には名取市図書館・増田公民館
の駐車場が使いにくい。名取駅東口駅前駐車場も利用
可能とし、その際の料金の無料化や軽減策を検討すべ
き。
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

市　長

市　長

８ ９番 菅原　和子

１　不育症につ
いて

市　長

市　長
市　長

市　長

市　長

９ １５番 菊地　忍

市　長
教育長
市　長

市　長
教育長

２　移住支援へ
の取組について

市　長

１０ １１番 荒川　洋平

市　長
市　長

市　長

(1)国では令和３年度より不育症検査費用助成事業を
創設した。本市においてその周知を図るとともに市独
自の上乗せ支給を実施すべき。

４　新一般廃棄
物最終処分場建
設候補予定地の
進捗について

(1)本年１月21日の議員協議会で新一般廃棄物最終処
分場建設候補予定地について説明されたが、その後の
進捗は。
(2)今後の予定を明確にすべき。

３　がん対策に
ついて

(1)がん患者の方の治療と就労、社会参加などとの両
立を支援し療養生活の質の向上を図るため、乳房補正
具購入費助成に取り組むべき。
(2)乳がんの早期発見のため、乳がん自己検診補助グ
ローブの配布に取り組むべき。

２　災害時の
ペット同行避難
について

(1)本市の考え方を伺う。
(2)利府町では、災害時飼い主が責任を持ってペット
と同行避難ができるよう日頃のしつけ、避難の持ち出
し品リストを明記している「ペット防災手帳」を作成
している。本市も取り組むべき。

(1)移住に関する窓口を一本化し対象が拡充された移
住支援金の周知を図ることや地方創生テレワーク交付
金を活用しサテライトオフィスを整備するなど移住支
援に積極的に取り組むべきと考えるがどうか。

１　ヤングケア
ラーへの支援に
ついて

(1)ヤングケアラーについての認識とこれまでの取組
について伺う。
(2)本市におけるヤングケアラーの実態を調査すべき
と考えるがどうか。
(3)民間事業者が厚生労働省の令和元年度子ども・子
育て支援推進調査研究事業費補助金の交付を受け「ヤ
ングケアラーの早期発見・ニーズ把握に関するガイド
ライン」を作成した。これを活用し適切な支援に取り
組むべきと考えるがどうか。

(1)現在の接種状況は。
(2)現在の接種状況、予約状況などから、今後の見通
しを伺う。
(3)空白期間を生じさせないよう進めるべきと考える
が、64歳以下を対象とする一般接種の開始時期、進め
方は。

１　新型コロナ
ウイルスワクチ
ンの現在の接種
状況と今後の一
般接種の想定に
ついて
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順
位

質問事項
答 弁 を
求める者

備 考質問の要旨

市　長

市　長

市　長
教育長

教育長

１１ ３番 笹森　波

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

市　長

２　市民のス
ポーツ活動につ
いて

(1)現在、名取市民体育館は、新型コロナウイルスワ
クチンの集団接種会場となっているが、そのことによ
る影響をどう捉えているか。
(2)ワクチン接種を優先しつつ、市民がスポーツに親
しめる機会を提供するため、名取市体育協会に加盟し
ている各協会がイベントなどを開催できるように、市
内学校体育館を割り当てるなど、会場の調整をすべ
き。

(4)一般接種の優先対象である①基礎疾患のある人②
高齢者施設の従事者③60～64歳の方以外にも、多くの
子供たちと接する保育士や教職員などの職種について
も優先対象とすることを検討すべき。
(5)ワクチン接種を促すための取組を検討すべき。

２　被災者支援
について

(1)災害公営住宅入居者の健康調査が令和２年度で打
ち切られた。今後何を土台としてコミュニティー支援
を行うのか伺う。
(2)本市独自で健康調査を実施すべき。また、県に対
して健康調査の再開を強く求めるべき。

１　市内の高齢
者福祉施設の新
型コロナウイル
ス感染症対策に
ついて

(1)職員や入所者の新型コロナウイルスワクチン接種
とＰＣＲ検査の実施状況について伺う。
(2)施設ごとの新型コロナウイルス感染者の発生状況
を把握しているか。
(3)施設内で新型コロナウイルス感染者が発生した際
の施設の対応状況について把握しているか。
(4)施設内での新型コロナウイルス感染者発生の情報
を得た際には、施設に聞き取りを行い必要な支援を検
討すべき。
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